
８．事業承継資金

（１）融資条件等

原則として毎月均等返済

指定金融機関、商工会議所、商工会、中小企業団体中央会（組合事業のみ）

保証人不要。担保については必要に応じて徴求する。

特別利率Ｅ （ ７年まで　年１．６０％ １０年まで　年１．８０％　１５年まで　年２．２０％）

設備資金・運転資金　２億８，０００万円
運転資金
２億８，０００万円（別枠）

事業承継前の経営者保証付
融資の借換

融資利率

設備資金、運転資金 既往借入金返済等の事業資金

設備資金　１５年以内
運転資金　１０年以内
（うち据置１年以内）

１０年以内
（うち据置１年以内）

保証料率

返済方法

申込み窓口

指定金融機関

担　保　等

大分銀行、豊和銀行、大分信用金庫、大分みらい信用金庫、日田信用金庫、大分県信用
組合、商工中金、北九州銀行、伊予銀行

年０．１５％ 年０．０５％ 年０．０５％

保証人については、必要に応
じて徴求する。ただし、法人
代表者以外の連帯保証人は原
則徴求しない。「経営者保証
に関するガイドライン」に該
当する場合、または保証料上
乗せを行う場合に経営者を保
証人としないことができる。
担保については、必要に応じ
て徴求する。

①中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成２０年法律第３３号。以下
　「経営承継円滑化法」という。）第１２条第１項各号に規定する認定を受けた中小
　企業者又は事業を営んでいない個人
②経営承継円滑化法施行規則（平成２１年経済産業省令第２２号）第１７条第１項の
　規定による確認を受けた中小企業者
③事業引継ぎ支援センター又は認定経営革新等支援機関等専門家の支援を受けて策定し
　た事業承継計画に基づき事業承継を行う者
④Ｍ＆Ａにより事業承継を行う者
⑤中小企業活性化協議会又は保証協会や金融機関等が承認した事業再生計画等に基づ
　き事業を譲渡しようとする県内企業から事業承継を行う者
※「事業承継を行う者」とは、５年以内に事業承継の予定がある者又は事業承継後５年
　以内の者

【特定経営承継関連融資】
　経営承継円滑化法第１２条第１項第１号イに規定する認定を受けた中小企業者の代表
者

【経営者保証解除特別融資（一般枠）】
　事業承継時、既往借入金に係る経営者保証を不要とするため、一定の要件を満たして
いることについて経営者保証コーディネーターの確認を受けた中小企業者のうち、以下
（ⅰ）又は（ⅱ）に該当するもの。
　（ⅰ）３年以内に事業承継を予定する法人
　（ⅱ）事業承継日※から３年を経過していない法人
　　　　※令和２年１月１日から令和７年３月３１日までに実施したものに限る

【経営者保証解除特別融資（特別枠）】
　事業承継時、既往借入金に係る経営者保証を不要とするため、一定の要件を満たして
いることについて経営者保証コーディネーターの確認を受けた中小企業者で、知事の認
定を受けたもののうち、３年以内に事業承継を予定する法人

融資対象者

資金使途

融資限度額

融資期間

資金名称 一般融資・特定経営承継関連融資
経営者保証解除特別融資

（一般枠）
経営者保証解除特別融資

（特別枠）

１０年以内
（うち据置１年以内）



（２）融資の流れ

・他行借換依頼書兼確認書

経営者保証
解除特別融
資（特別
枠）

・都道府県知事の認定書の写し及び
　認定申請書類の写し
・財務要件等確認書
・借換債務等確認書
・他行借換依頼書兼確認書
・事業承継時判断材料チェックシート

経営者保証
解除特別融
資（一般
枠）

個
別
必
要
書
類

・都道府県知事の認定書の写し
・認定申請の提出書類の写し

特定経営承
継関連融資

・事業再生計画の写し

①

②
③
④
⑤

・事業承継時判断材料チェックシート

・事業承継計画書

・財務要件等確認書
・借換債務等確認書

・都道府県知事の認定書の写し
・認定申請の提出書類の写し
・都道府県知事の確認書の写し
・事業承継計画書の写し
・Ｍ＆Ａの事実関係が確認できる書類の写し

指定金融機関 信用保証協会

中
小
企
業
者
等

申
込
窓
口

商工会等
（意見書添付）

融
資
対
象

①申込
②書類送付

②書類送付

②保証申込

③保証決定

④融資実行


